
７ 補助金に係る消費税を、全て非課税

売上のみに要するものとして確定申告

する。 

５ 確定申告で、課税期間中の課税売上げに係る消費税額から、その課税期間 

中の課税仕入れ等に係る消費税額の全額を控除する 

消費税を記載して申請可能

４ 特定収入割合が５％を超えている 

消費税を記載して申請不可

※ 金額が明らかではない場合、消費税分について申請は行えますが、次の対応が必要となります。
・実績報告書提出時に明らかになった場合：補助金額から減額して提出をしなければなりません。
・実績報告書提出後に明らかとなった場合：市への速やかな報告と市からの返還命令のもと、返還をしなけ

ればなりません。

６ 仕入控除税額の計算方式 

２ 納税額の計算方法 

３ 消費税法別表第三に掲げる法人又は人格のない社団法人である 

一括比例配分方式 

いいえ 

いいえ はい 

個別対応方式 

はい 

無 有 

簡易課税方式 原則課税 

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

はい いいえ 

【横浜市名木古木保存事業要綱抜粋】
第14条７項　所有者等は、第１項による交付申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（助成
金対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消
費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額と
の合計額に助成率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しな
ければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場合は、この限りではな
い。

第17条３項　第14条第７項のただし書きにより交付の申請をした所有者等は、第１項の実績報告書を提出するに当たり、当該補
助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して提出しなければならない。

第17条４項　第14条第７項のただし書きにより交付の申請をした所有者等は、第１項の実績報告書を提出した後において、消費
税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（前項の規定により
減額した所有者等については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）について、速やかに市長に報告するとともに、市長の返
還命令を受けてこれを返還しなければならない。

名木古木助成金申請における消費税分の助成可否判断フロー
　補助事業者が消費税の課税事業者であれば、事業実施に伴う取引について消費税法上の課税仕入れを行った
場合には、当該経費は控除対象仕入税額として仕入税額控除することが可能となっています。そのため、補助
事業者が消費税の確定申告の際に課税仕入れに係る消費税額を仕入税額控除した場合には、当該補助事業者は
仕入れに係る消費税を実質的に負担していないことになります。
　名木古木助成金においては、横浜市名木古木保存事業要綱第14条７項に基づき、当該補助金に係る仕入れ
に係る消費税等相当額があり、その金額が明らかな場合、これを減額して申請しなければなりません。
   つきましては、消費税分の助成の可否について、次のフローにてご確認の上、申請ください。　

１ 消費税及び地方消費税に係る確定申告の有無 
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